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研究成果の概要（和文）：地区レベルのまちづくりが個別的に計画、実施される事に起因する都

市像の不連続化や断片化また激変化を回避するために、地区単位・プロジェクト単位の個別ま

ちづくりの計画・事業内容と広域的な市街地環境の目標像とを有機的に関連づけ、計画内容の

相互評価を行い異なる計画スケールのまちづくりをマネジメントする「オープンプラットフォ

ーム型まちづくり計画・デザインの戦略的アセスメント技術」の研究・開発を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：For avoiding spatial discontinuities, functional fragmentations, or 
visual incompatibilities of urban built environments due to individually planned or 
self-sufficiently executed “Machidukuri” projects, this research has developed Strategic 
Assessment Technology for Open-Platform based “Machidukuri” Design and Planning that 
enables to accommodate cross-scale evaluations of projected goals of each “Machidukuri” 
concerning their implications to larger-scale and long-range planning goals at a city-wide 
scale.   
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 6,000,000 1,800,000 7,800,000 

２００８年度 5,600,000 1,680,000 7,280,000 

２００９年度 3,900,000 1,170,000 5,070,000 

年度  

  年度  

総 計 15,500,000 4,650,000 20,150,000 

 
 
研究分野：建築学 
科研費の分科・細目：都市計画・建築計画 
キーワード：まちづくりデザイン、都市計画支援技術、戦略的アセスメント、オープンプラッ

トフォーム、データベース 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は多様な計画主体と事業主体の利害
関係が錯綜する都市レベル（地方中核都市か
ら政令指定都市の既成市街地規模を想定）の
まちづくりにおいて、固有の地域資源を基に

住民の将来生活像の実現や防災などコミュニ
ティ環境の改善・更新を促進しながら、そう
した地区レベルのまちづくりが個別的、断片
的に計画、実施される事に起因する都市像の
不連続化や断片化また激変化を回避し、都市
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域全体で共有すべき市街地空間像や居住環境
を計画的かつ段階的に形成するために、（１）
地区単位・プロジェクト単位の個別まちづく
りの計画・事業内容と広域的な市街地環境の
目標像とを有機的に関連づけ、計画内容の相
互評価を行って異なる計画スケールのまちづ
くりを連携推進（マネジメント）する、市民
社会時代の新たな都市計画支援技術の研究開
発が急務であると認識した。 
併せて、都市の成長過程で形成・蓄積され

てきた地域の空間資源や物的環境ストックを
合理的に評価し、（２）新たな都市活動や社会
経済活動の場を創造するダイナミックなまち
づくりに活かしながら、そうした地域資源を
継続的に維持・管理・運営していく「マネジ
メント型都市計画技術」の確立の必要性を強
く認識した。都市域レベルでの空間資源や居
住環境の保全と制御、維持・運営を効果的に
推進するための新たな計画技術の必要性と課
題については、都市全体で目標とする市街地
像や居住環境を市民・住民、専門家、自治体
行政、事業者等が共通認識とし、個々のまち
づくりの利害対立や社会的課題、また具体的
な空間を左右する物理的課題などの相互アセ
スメントを通して最適解を求め、都市の全体
環境と個々のまちづくり計画とを合理的に協
調させていくための科学的な計画手法が必要
と考えた。本研究ではこうした背景に基づき、
オープンプラットフォーム（公開利用・更新
型）型の新たな都市計画技術として開発し、
実用化する事が急務であると位置づけた。 
 
２．研究の目的 
本研究では３カ年の研究期間中に具体的に

以下の目的を設定し研究開発を遂行した。 
（１）オープンプラットフォーム（公開利用・
更新型）型まちづくりモニタリングデータベ
ース開発 
 本研究代表者等がそれぞれのまちづくり研
究で地域との信頼関係を構築している各対象
都市において、インターネットＷｅｂ上での
公開を前提とした、ＧＩＳ（地理学情報シス
テム）に基づくまちづくりモニタリングデー
タベースの開発を行った（2010 年度末までに
運用準備）。 
①このデータベースは進行中のものも含めて、
地区まちづくりで形成される空間像・居住環
境を３次元情報としてデータベース化すると
ともに、多様なまちづくり主体が一定ルール
の基に相互利用し、情報更新可能な公開型シ
ステムとして構築するのが特徴である。 
②ＧＩＳデータには法定都市計画関連情報、
市街地整備・民間開発事業関連情報などを包
含し、まちづくりの計画情報と統合したデー
タベースとすることで、市街地の更新と変化
を逐次的にモニタリングする情報システムと
して編集した（2010年度末までに運用準備）。 

（２）まちづくり計画の戦略的アセスメント
評価指標と基準値の研究開発 
市街地空間・景観や物的環境の現状と更新

状況を計画的視点からアセスメントする評価
指標、及び基準の開発を目指し、それらを応
用して計画進行中のまちづくりの計画、デザ
インを対象にアセスメントを試行し、評価指
標と基準の有効性を検証し実用化を図った。 
まちづくりの計画単位は街区や近隣スケー

ル、複数の小学校区を包含する地域スケール、
さらに広域的市街地スケールまで多様であり、
これらの市街地空間や居住環境の将来変化予
測に基づくアセスメントを効果的に行う評価
指標と基準は未確立である。本研究では、こ
うしたまちづくり計画のスケールに対応する
市街地環境制御のための計画評価指標と基準
値を研究開発し、それらを空間的指標、物的
環境指標、非物的環境指標に類型の上、各研
究対象都市の研究事例を通して有効性の科学
的検証を行い、実用化を図った。 
（３）計画アセスメント指標・基準を用いた
マネジメント型都市計画支援技術のシステム
統合 
前記した戦略的アセスメント指標と基準の

有効性を、研究対象都市における地区まちづ
くり計画のプロセスにおいて、市街地の空間
像と居住環境形成への協調的計画連携という
評価視点から検証した上で、都市域全体で目
標とする居住環境と地区まちづくり計画との
連携推進を実現する相互アセスメント技術と
して完成させ、それをシステム統合したマネ
ジメント型まちづくり計画技術として開発し
た。 
本研究は、以上の３つの研究開発により都

市域全体でのまちづくり計画の戦略的アセス
メントとプロジェクトの連携推進に関する本
格的な社会実験を、これまでの研究で相互信
頼関係を構築してきた研究対象都市（主とし
て東京都駒込地区、および福島県白河市）に
おいて地域社会、自治体行政との協働によっ
て実行し、上記研究目的を完遂した。 
 
３．研究の方法 
本研究では研究対象として、東京都駒込地
区（北区・豊島区・文京区の区界にまたがる
地区）および、福島県白河市の既成市街地に
着目し、前者は大都市中心部の高密度な木造
住宅系市街地のモデル、また後者は近世城下
町を基盤とした地方の小規模な歴史市街地
のモデルとして調査研究を進めた。これらの
地域では近年の開発事業や中心市街地活性
化関連の事業などによる土地利用転換に伴
う市街地空間変化が生じ、市街地全体の安定
的な更新のため空間及び物的環境の制御の
視点から有効な計画アセスメント指標が必
要とされている。 
 



（１）平成１９年度 
 各研究対象地区における市街地更新の実
態を解明するため、過去の地区まちづくりプ
ロジェクト、市街地整備・開発事業等につい
て基礎調査を行い、これらの解析結果から各
地域に固有のまちづくり空間タイプ（市街地
更新の空間単位、居住環境の変容単位）の抽
出と構成原理を明らかにした。このまちづく
り空間タイプと構成原理に基づき、地域毎の
市街地空間と居住環境の変化プロセスモデ
ルを構築した。 
①居住系・工業系・商業系の用途混在型市街
地の市街地更新実態の調査によるまちづく
りモニタリングデータベースの作成 
本研究計画では計画進行中のものも含め
て、まちづくり計画によって形成される市街
地空間像、居住環境を３次元データとしてＧ
ＩＳ基盤のまちづくりモニタリングデータ
ベースとして構築した。 
②ＧＩＳ技術を用いた３次元の市街地空間
像・居住環境イメージのデータファイル開発 
 研究対象とする地方中核都市および大都
市の既成市街地の空間スケールで把握可能
な、多様なまちづくりプロジェクトを逐次的
にデータベースに蓄積するとともに、これら
によって生じる市街地空間と居住環境の変
化を、ＧＩＳ技術を用いた地理学情報と連動
する３次元の空間データファイルとして開
発し、視覚的情報として計画アセスメントの
評価指標・基準開発に必要なフォーマットと
して蓄積した。これらの３次元情報は、概ね
縮尺２００分の１を基本として作成し、まち
づくり空間タイプの単位と同調可能な単位
でデータ化を行った。これにより３次元情報
をインターネット上で利用する際の複数の
検索指標に対応し、利用者により分かり易い
フォーマットでの市街地空間像と居住環境
のデータファイルを開発した。 
（２）平成２０年度 
 各研究対象都市における地区まちづくり
を対象に、現在進行中の事例については計画
過程で目標とされている市街地像や居住環
境を、また既に完了済みのプロジェクトにつ
いては実際のまちづくり事業によって実現
した市街地空間や環境をアセスメント（評
価）する空間指標、物的環境指標を研究開発
の上、設定した。とりわけまちづくりの計画
単位・事業スケールに着目し、市街地空間を
計画的視点からまとまりのあるスケールと
して捉え、そこで形成される空間像や居住環
境の質、性能・機能を合理的にアセスメント
（評価）する指標と基準の研究開発を行った。 
①戦略的まちづくり計画アセスメントに用
いる市街地空間・居住環境評価の空間・物的
環境指標及び、その基準値の研究開発、設定 
研究対象都市における地区まちづくりの
計画・プロジェクトのデータ収集と指標の研

究開発を実施するため、地域組織、住民・市
民グループ、自治体行政との協力関係を基に、
本申請の研究期間限定の遠隔研究地点を置
き、それらと中核研究地である研究代表者の
所属機関（早稲田大学理工学術院）との間を
高速情報ネットワークシステムで結び、多地
点間でのリアルタイムな協働研究を可能と
する連携研究体制を構築した。 
（３）平成２１年度 
 各研究対象事例地区で開発を進めたまち
づくりモニタリングデータベース技術及び、
戦略的計画アセスメント技術の評価指標と
基準を用い、両技術を実践応用する社会実験
を地域との協働で進め有効性を検証した上
で、最終目標であるマネジメント型まちづく
り計画支援技術としてシステム統合した。 
①計画アセスメント指標・基準を用いた複数
まちづくり計画の相互評価・計画調整モデル
の開発 
 地域組織、自治体行政との協働により、都
市域全体の市街地空間と居住環境の安定的、
継続的な更新・改善を実現し、同時に住民・
市民、関係権利者、都市計画専門等の発意と
創造力を活かす地区単位のまちづくり計画
とを有機的かつ計画的に計画協調化するマ
ネジメント型都計画支援システムを開発し
た。特に、地区まちづくりによる市街地更新
の因果シナリオの作成と、それに基づく空間
変容・居住環境更新のプロセスモデルを開発
し、その中でアセスメント指標と基準値の試
行による有効性の検証を行った。前年度まで
の密接な地域連携を踏まえ社会実験を通し
てシステムの必要な改良を確実に実施した。 

 
４．研究成果 
本研究のオープンプラットフォーム型ま

ちづくり計画の戦略アセスメント技術は、都
市域レベルの市街地空間、環境形成と地区単
位のまちづくり計画内容を連携推進させる
ために必要な技術であり、住民・地権者、民
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図１ 研究の方法と計画 



間企業などのまちづくりの発意を反映し主
体的な創造性を発揮する方法で、地域資源を
評価・保全・再生する自律的まちづくりを可
能としつつ、同時に都市全体の持続可能な発
展や秩序ある市街地更新の促進など広域課
題に能動的に対応できるものである。この研
究の成果は、これまでの住民参加の地区まち
づくりの方法論を基礎に、都市レベルの市街
地空間形成と居住環境創造を計画支援する
科学的方法論として確立できたことが第１
の特徴である。第２に、このような戦略的な
計画アセスメント手法は対象とする地域社
会の特性と密接に関係する。本研究では、研
究代表者等が各地域と協働で推進してきた
まちづくりの実践的研究の成果を基に、これ
までに養った地域との相互信頼を基に対象
地域特性を考慮に入れた相互比較研究が可
能となり、より多様な条件に応用可能なアセ
スメント方法を研究開発した。本研究を通し
たまちづくり社会実験を進める事で、研究開
発と地域でのまちづくりの展開という相互
作用により、信頼性の高い研究結果が期待で
きた。 
（１）過去の地区まちづくりプロジェクト、
市街地整備・開発事業等を対象とした地域固
有のまちづくり空間タイ プ(市街地更新の
空間単位、居住環境の変容単位)の抽出と構
成原理の解明 
 まちづくり空間タイプと構成原理に基づ
き、地域毎の市街地空間と居 住環境の変化
プロセスモデルを構築した。 <居住系・工業
系・商業系の用途混在型市街地の市街地更新
実態の調査によるまちづくりモニタリング
データベース事例の作成>まちづくり計画に 
よって形成される市街地空間像、居住環境を
3 次元データとして GIS 基盤のまちづくりモ
ニタリングデータベースの事例として作成
した。これらのデータはまちづくり主体の参
加による市街地更新の計画シナリオの検討
など、実践的な計画立案プロセスで多様な市
街地空間イメージの再環化に用いられる。 
<GIS 技術を用いた 3次元の市街地空間像・居
住環境イメージのデータファイル開発> 既
成市街地の空間スケールで把握可能な、多様
なまちづくりプロジェクトを逐次的にデー
タベースに蓄積するとともに、これらによっ
て生じる市街地空間と居住 環境の変化を、
GIS 技術を用いた地理学情報と連動する 3 次
元の空間データファイルの事例として開発
し、視覚的情報として計画アセスメントの評
価指標・基 準開発に必要なフォーマットと
して試行、その妥当性を検討した。 
（２）まちづくり計画のアセスメントに適用
する空間評価指標、物的環境評価指標(意匠
要素、計画要素ほか)と基準（定量的、定性
的）設定に関する研究開発と有効性の検証 
 まちづくり計画の戦略的アセスメントの

評価指標は、市民と協働で行うまちづくりの
計画検討・立案プロセスで提示される創造的
な将来都市像や目標市街地像を、映像・画像
シミュレーション技術を用いて複数のまち
づくりシナリオとして視覚化し、それらを構
成する建築や都市の空間要素や物的環境を
指標化して、都市スケールの市街地空間や居
住環境にどのような影響と変化をもたらす
のか、選択可能な複数のまちづくりシナリオ
として事前に評価する戦略的な計画指標と
して開発する点である。 
 福島県・白河市および東京都・駒込地域を
対象に、地域に固有の歴史的建築タイプと、
街区、沿道、市街地スケールの景観・空間特
徴を、意匠要素、景観要素ごとに記録、デー
タベース化し、それらを定性的に評価した。
これらの要素は地域の関係者によって進め
られる景観まちづくりにおいて、複数の選択
可能なまちづくり案を相互に比較し、実際の
景観改善の取り組みに反映するための設計
指針や将来の地区計画策定を目指す事前計
画シミュレーションとして有効性を確認す
ることができた。資源調査では、研究期間限
定の遠隔研究地点を白河市内に設け、そこと
中核研究地である研究代表者の所属機関（早
稲田大学理工学術院）との間を高速情報ネッ
トワークシステムで結び、多地点間でのリア
ルタイムな協働研究を可能とする連携研究
体制を構築した。その上で、これを利用し計
画アセスメント指標の基礎となる多様な市
街地空間要素、居住環境要素をデータ抽出し、
計画アセスメント指標として体系化すると
ともに、地元での市民ワークショプを合計４
回開催して、市民の計画的視点から利用可能
なまちづくり計画基準として方法論化した。 
（３）市街地空間・景観および居住環境とそ
の建築タイプの３次元空間モニタリングデ
ータベースの開発 
 市民・住民まちづくりワークショップで検
討・立案された複数のまちづくりシナリオの
内容を、高度な VRLM 技術を駆使して仮想空
間情報として視覚映像化し、これを用いて地
区の将来像を事前評価しまちづくりの計画
立案へフィードバックする戦略的計画アセ
スメントとして応用した。この中では将来像
評価のための指標と基準（ガイドライン指
標・基準）を抽出し、まちづくり計画へ応用
する妥当性を検証した。研究では住民・市民、
関係権利者、都市計画専門等の発意と創造力
を地区単位のまちづくり計画へ反映し、複数
のまちづくり計画を相互かつ有機的に協調
化する地区マネジメント型の都計画支援シ
ステムとして統合化した。具体的には、白河
市の研究事例では旧城下町中心市街地にお
ける駅前市街地景観、眺望景観、歩行景観お
よびそれらの連続景観の評価のため、概ね 8m
四方の 1/100 の大型都市模型を製作し、超小



型 CCDカメラを用いた簡易型デザインシミュ
レーション装置を用いて景観保全・再生の指
標と基準を策定し、その有効性を市民参加の
プロセスで検証した。また、同地区で進行中
の中心市街地活性化まちづくりの計画と景
観評価とを相互評価し、計画内容の戦略的ア
セスメントを行なった。他方、旧奥州街道沿
道で進められる歴史まちづくりでは、明治・
大正・昭和初期の建築の保全、再生のための
計画指標と基準を立案し、それに基づくまち
並み再生の VRLM 映像を製作した。ワークシ
ョップ参加者が将来の沿道空間を仮想体験
することが可能となるとともに、個々の建物
ごとに進む漸進的なまちづくりの成果を逐
次反映するオープンプラットフォーム型の
計画支援技術としてシステム開発に成功し
た。 
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